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個別財務諸表 
(１) 貸借対照表 

                                      (単位：百万円未満切捨) 
当  期 

平成16年８月31日現在 
前  期 

平成15年８月31日現在 増減金額   期 別   
 

   科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

  ％  ％  
(資 産 の 部)      

Ⅰ 流 動 資 産       
 １ 現 金 及 び 預 金  83,073  75,730  7,342 
 ２ 受 取 手 形  439  435  4 
 ３ 売 掛 金  2,731  3,680  △948 
 ４ 有 価 証 券  52,599  47,285  5,313 
 ５ 商 品  27,789  19,519  8,269 
 ６ 貯 蔵 品  468  321  146 
 ７ 前 払 費 用  1,989  1,515  474 
 ８ 繰 延 税 金 資 産  3,755  4,365  △610 
 ９ 未 収 入 金  1,592  972  620 
 10 為 替 予 約  －  13,862  △13,862 
 11 為替予約繰延ヘッジ損失  3,158  －  3,158 
 12 そ の 他  1,408  1,989  △580 
 13 貸 倒 引 当 金  △3  △3  0 

   流 動 資 産 合 計  179,002 72.7 169,674 77.2 9,328 
Ⅱ 固 定 資 産       
 １ 有 形 固 定 資 産 ※１      
  (１) 建 物  10,880  10,233  646 
  (２) 構 築 物  1,787  1,771  16 
  (３) 車 両 運 搬 具  0  1  △0 
  (４) 器 具 備 品  94  100  △5 
  (５) 土 地  2,501  2,051  450 
  (６) 建 設 仮 勘 定  184  249  △65 

   有 形 固 定 資 産 合 計  15,449 6.3 14,407 6.6 1,041 
 ２ 無 形 固 定 資 産       
  (１) 商 標 権  1  1  △0 
  (２) ソ フ ト ウ ェ ア  4,759  3,266  1,492 
  (３) 電 話 加 入 権  55  55  0 

   無 形 固 定 資 産 合 計  4,816 2.0 3,323 1.5 1,492 
 ３ 投 資 そ の 他 の 資 産       
  (１) 投 資 有 価 証 券  6,093  584  5,509 
  (２) 関 係 会 社 株 式  4,251  926  3,325 
  (３) 出 資 金  0  0  － 
  (４) 関 係 会 社 出 資 金  1,165  1,165  － 
  (５) 関係会社長期貸付金  3,700  －  3,700 
  (６) 長 期 前 払 費 用  10  971  △960 
  (７) 繰 延 税 金 資 産  537  128  409 
  (８) 敷 金 ・ 保 証 金 ※２ 12,339  12,051  287 
  (９) 建 設 協 力 金  18,600  16,402  2,197 
  (10) そ の 他  121  130  △8 
  (11) 貸 倒 引 当 金  △35  △19  △15 

   投資その他の資産合計  46,784 19.0 32,341 14.7 14,443 

   固 定 資 産 合 計  67,050 27.3 50,072 22.8 16,977 

   資 産 合 計  246,053 100.0 219,747 100.0 26,306 
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                           (単位：百万円未満切捨) 
当  期 

平成16年８月31日現在 
前  期 

平成15年８月31日現在 増減金額   期 別    
  

   科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

  ％  ％  
(負 債 の 部)      

Ⅰ 流 動 負 債       
 １ 買 掛 金  44,501  42,497  2,004 
 ２ 未 払 金  8,537  6,527  2,009 
 ３ 未 払 費 用  5,183  4,294  888 
 ４ 未 払 法 人 税 等  14,840  7,750  7,090 
 ５ 未 払 消 費 税 等  1,190  772  417 
 ６ 預 り 金  107  130  △23 
 ７ 前 受 収 益  287  121  165 
 ８ 為替予約繰延ヘッジ利益  －  13,862  △13,862 
 ９ 為 替 予 約  3,158  －  3,158 
 10 関係会社事業整理損失引当金  －  800  △800 
   流 動 負 債 合 計  77,804 31.6 76,755 34.9 1,049 
Ⅱ 固 定 負 債       
 １ 長 期 未 払 金  0  27  △27 
 ２ 預 り 保 証 金  1,137  792  345 
   固 定 負 債 合 計  1,137 0.5 820 0.4 317 
   負 債 合 計  78,942 32.1 77,575 35.3 1,366 
       

(資 本 の 部)      
Ⅰ 資 本 金 ※３ 10,273 4.2 3,273 1.5 7,000 
Ⅱ 資 本 剰 余 金       
 １ 資 本 準 備 金  4,578  11,578  △7,000 
   資 本 剰 余 金 合 計  4,578 1.9 11,578 5.3 △7,000 
Ⅲ 利 益 剰 余 金       
 １ 利 益 準 備 金  818  818  － 
 ２ 任 意 積 立 金  133,100  122,100  11,000 
      別 途 積 立 金  133,100  122,100  11,000 
 ３ 当 期 未 処 分 利 益  35,726  20,248  15,478 
   利 益 剰 余 金 合 計  169,645 68.9 143,166 65.1 26,478 
Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※４ △1,352 △0.6 180 0.1 △1,532 
Ⅴ 自 己 株 式 ※５ △16,034 △6.5 △16,027 △7.3 △6 
   資 本 合 計  167,110 67.9 142,171 64.7 24,939 
   負 債 及 び 資 本 合 計  246,053 100.0 219,747 100.0 26,306 
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（２）損益計算書 
(単位：百万円未満切捨) 

当    期 

自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日 

前    期 

自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

増減金額 
期 別 

科 目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 

   ％  ％  

Ⅰ 売 上 高  335,893 100.0 301,751 100.0 34,142 

Ⅱ 売 上 原 価  174,145 51.9 166,981 55.3 7,164 

 売 上 総 利 益  161,748 48.1 134,770 44.7 26,977 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 96,873 28.8 88,276 29.3 8,597 

 営 業 利 益  64,874 19.3 46,493 15.4 18,380 

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※２ 779 0.3 790 0.3 △10 

 １ 受取利息及び配当金  556  378  177 

 ２ 仕 入 割 引  －  5  △5 

 ３ 為 替 差 益  －  137  △137 

 ４ そ の 他  223  268  △45 

Ⅴ 営 業 外 費 用  613 0.2 315 0.1 297 

 １ 支 払 利 息  168  175  △7 

 ２ 為 替 差 損  239  －  239 

 ３ そ の 他  205  140  65 

経 常 利 益  65,040 19.4 46,968 15.6 18,071 

Ⅵ 特 別 損 失   4,552 1.4 14,479 4.8 △9,927 

 １ 固 定 資 産 除 却 損 ※３ 402  626  △224 

 ２ 店 舗 閉 店 損 失  225  178  47 

 ３ 関係会社株式評価損  49  5,475  △5,425 

 ４ 関係会社事業整理損  2,789  6,850  △4,061 

 ５ リース中途解約金  1,001  1,288  △287 

 ６ そ の 他  83  60  23 

 税 引 前 当 期 純 利 益  60,487 18.0 32,488 10.8 27,998 

 法人税、住民税及び事業税  23,837 7.1 17,871 5.9 5,965 

 法 人 税 等 調 整 額  1,246 0.4 △4,055 △1.3 5,301 

 当 期 純 利 益  35,404 10.5 18,672 6.2 16,732 

 前 期 繰 越 利 益  5,407  3,610  1,797 

 中 間 配 当 額  5,085  2,034  3,051 

 当 期 未 処 分 利 益  35,726  20,248  15,478 
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（３）利益処分案 
(単位：百万円未満切捨) 

（注） 当期におきましては平成16年５月17日に中間配当5,085百万円（１株につき50円）を実施いたしました。 

 

期 別 
科 目 

当    期 
自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日 

前    期 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益  35,726 20,248 

Ⅱ 利 益 処 分 案    

 １ 配 当 金  6,611 3,560 

    （１株につき65円） （１株につき35円） 

 ２ 役 員 賞 与 金  350 280 

  (うち監査役賞与金)  （  －  ） （  －  ） 

 ３ 任 意 積 立 金    

   別 途 積 立 金  21,000 11,000 

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益  7,765 5,407 
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重要な会計方針 

 

項  目 
当     期 

自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日 

前     期 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

１  有価証券の評価基準及
び評価方法 

(1) 子会社及び関連会社株式 
   総平均法による原価法 
 

(1) 子会社及び関連会社株式 
同左 

 (2) その他有価証券 
時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に基づ
く時価法（評価差額は全部資
本直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算
定） 

 
時価のないもの 

  総平均法による原価法 
 

(2) その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 
 

 
 
 
時価のないもの 

同左 

２  デリバティブ等の評価
基準及び評価方法 

 

 デリバティブ 
   時価法 

 デリバティブ 
同左 

３ たな卸資産の評価基準
及び評価方法 

(1) 商品 
   個別法による原価法 
 

(1) 商品 
同左 

 (2) 貯蔵品 
   最終仕入原価法 
 

(2) 貯蔵品 
同左 
 

４ 固定資産の減価償却の
方法 

(1) 有形固定資産 
   定率法によっております。 
      なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 
   建物   ８～50年 
   構築物  10～20年 
   器具備品 ５～８年 
 

(1) 有形固定資産 
定率法によっております。 

      なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。 

   建物   15～50年 
   構築物  10～20年 
   器具備品 ５～８年 

 (2) 無形固定資産 
   定額法によっております。な
お、社内利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可
能期間(５年)に基づく定額法を
採用しております。 

 

(2) 無形固定資産 
同左 
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項  目 
当     期 

自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日 

前     期 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
   債権の貸倒れによる損失に備
えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。 

 

(1) 貸倒引当金 
同左 

 － （2）関係会社事業整理損失引当金 
関係会社の事業整理により、
当社が負担することとなる損失
に備えるため、その事業の状態
を検討し、当該損失見込額を計
上しております。 
 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。 

 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理の方法によって
おります。 
なお、為替予約が付されている

外貨建金銭債権債務につきまして
は、振当処理を行っております。 

 

繰延ヘッジ処理の方法によって
おります。なお、金利スワップ取
引につきましては特例処理によっ
ております。 
また、為替予約が付されている

外貨建金銭債務については振当処
理を行っております。 
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項  目 
当     期 

自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日 

前     期 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

８ その他 (1)消費税等の会計処理 
   税抜方式によっております。 
 

(1)消費税等の会計処理 
同左 

 － 
 

(2)自己株式及び法定準備金取崩等会計 
当期より「自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計基準」（企
業会計基準第１号）を適用しており
ます。これによる当期の損益に与え
る影響はありません。 
なお、財務諸表等規則の改正によ

り当期における貸借対照表の資本
の部については、改正後の財務諸表
等規則により作成しております。 
 

 － (3)１株当たり情報 
当期より｢１株当たり当期純利益

に関する会計基準｣(企業会計基準
第２号)及び｢１株当たり当期純利
益に関する会計基準の適用指針｣
(企業会計基準適用指針第４号)を
適用しております。なお、当期にお
いて、従来と同様の方法によった場
合の１株当たり情報については、以
下の通りであります。 
 
１株当たり純資産額 
          1,397円72銭 
１株当たり当期純利益 

            183円57銭 
 

 

 

 
追加情報 
 

項  目 
当     期 

自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日 

前     期 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

未払賞与に対応する社会保
険料会社負担額の処理 

－ 従来、賞与に対応する社会保険料会
社負担額については支出時の費用と
して処理しておりましたが、厚生年金
保険法等の改正により、平成15年４月
から保険料算定方式に総報酬制が導
入されたことに伴い、重要性が増した
ため、当事業年度から未払賞与に対応
する社会保険料会社負担額を費用処
理する方法に変更しております。この
変更により従来の方法によった場合
に比し、営業利益、経常利益及び税引
前当期純利益は、それぞれ210百万円
少なく計上されております。 
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注記事項 
(貸借対照表関係) 
 

項  目 当  期 
平成16年８月31日現在 

前  期 
平成15年８月31日現在 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 8,111百万円 6,848百万円 
 

※２ 偶発債務 (1)保証債務  13,708百万円 (1)保証債務    600百万円 
 

 (2)建設協力金の譲渡に係る
当該未償還残高 
             983百万円 

(2)建設協力金の譲渡に係る
当該未償還残高 

1,406百万円 
 

※３ 会社が発行する株式及び発行済株式の種類及
び総数 

 

会社が発行する株式 
普通株式 
         300,000,000株 

 
発行済株式 
普通株式 
            106,073,656株 

会社が発行する株式 
普通株式 

300,000,000株  

発行済株式 
普通株式 

106,073,656株 

※４ 配当制限 － 
 
 

 

有価証券時価評価による 
増加 

180百万円 
 

※５ 当社が保有する自己株式の種類及び数 普通株式 
4,357,859株 

 

普通株式 
4,356,942株 
 

 

 

（損益計算書関係） 

 

項  目 
当     期 

自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日 

前     期 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

※１  販売費及び一般管理費の主な内訳 
広告宣伝費 
貸倒引当金繰入額 
給与手当 
地代家賃 
リース料 
減価償却費 

 
18,147百万円 

21百万円 
26,644百万円 
17,882百万円 
7,033百万円 
1,757百万円 

 
18,265百万円 

2百万円 
24,217百万円 
17,075百万円 
5,362百万円 
1,794百万円 

※２  関係会社に対する取引高 95百万円 － 

※３  固定資産除却損の主な内訳 
         建物 
         構築物 
         その他 

 
280百万円 
87百万円 
33百万円 

 
522百万円 
99百万円 
4百万円 
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(リース取引関係) 
 

項        目 
当     期 

自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日 

前     期 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リ
ース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高相
当額 
 器具備品等 
取得価額相当額 21,276百万円 
減価償却累計額 
相当額 11,780       

期末残高相当額 9,495百万円 

  
 

(1) リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高相
当額 
 器具備品等 
取得価額相当額 24,077百万円 
減価償却累計額 
相当額 10,053 

期末残高相当額 14,024百万円 
  

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
１年以内 4,049百万円 
１ 年 超 5,722     

計 9,771百万円 
  

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 
１年以内  4,715百万円 
１ 年 超 9,649 

計 14,364百万円 
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 
支払リース料 4,732百万円 
減価償却費相当額 4,500      
支払利息相当額   234       
  

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 
支払リース料 4,941百万円 
減価償却費相当額 4,705      
支払利息相当額   314 

 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額
の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存
価格を零とする定額法によっており
ます。 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額
の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 
同左 

  ・利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取得
価額相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法については、
利息法によっております。 

 

 ・利息相当額の算定方法 
同左 

オペレーティング・リース
取引 

－ 未経過リース料期末残高  
１年以内 2百万円 
１ 年 超 －  

計 2百万円 
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(有価証券関係) 
 
（当 期）    
時価のある子会社株式及び関連会社株式は保有しておりません。 
 
（前 期）    
時価のある子会社株式及び関連会社株式は保有しておりません。 
 
 
(税効果会計関係) 
 

当     期 
自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日 

前     期 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

   繰延税金資産(流動) 
    未払事業税  1,293百万円 
    未払賞与損金算入限度超過額 1,264 

その他 234 
有価証券評価差額金 963 

  繰延税金資産(流動)合計 3,755 
     繰延税金資産(固定)    

ゴルフ会員権評価損      38 
減価償却超過額      73 
建設協力金譲渡損      33 
長期前払費用     376 
その他 58 

     繰延税金資産(固定)合計      580 
繰延税金負債(固定)  
  有価証券評価差額金 △42 

繰延税金負債(固定)合計   △42 
繰延税金資産(固定)の純額    537 
    繰延税金資産合計 4,292百万円

 
 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

   繰延税金資産(流動) 
    関係会社事業整理損       2,863百万円 
    未払賞与損金算入限度超過額 792 
    未払事業税 645 

その他 98 
     繰延税金資産(流動)合計   4,400 
   繰延税金負債(流動)  
    有価証券評価差額金 △34 
     繰延税金負債(流動)合計 △34 
繰延税金資産(流動)の純額   4,365 
繰延税金資産(固定)      

    ゴルフ会員権評価損    38 
減価償却超過額      65 
建設協力金譲渡損      38 

    その他      75 
     繰延税金資産(固定)合計     218 

繰延税金負債(固定)  
    有価証券評価差額金 △89 

繰延税金負債(固定)合計 △89 
繰延税金資産(固定)の純額  128 

    繰延税金資産合計  4,493百万円 

 
   
２  地方税法等の一部を改正する法律(平成15年法律
第９号)が、平成15年３月31日に公布されたことに伴
い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(但
し、平成16年９月1日以降に解消が見込まれるものに
限る。)に使用した法定実効税率は、前期の41.8％か
ら40.5％に変更されております。 
この税率変更による繰延税金資産及び当期純利益 

与える影響は軽微であります。 
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(重要な後発事象) 

当社は、平成16 年 10 月 12 日開催の臨時取締役会において、今後の大韓民国における事業展開のため、

ロッテショッピング社（大韓民国）との間で合弁会社を設立することを決定し、同日、合弁投資契約を締結

いたしました。概要は以下の通りであります。 

 
１ 新会社の名称 及び 代表者  合弁会社設立までに決定 

２ 所在地           大韓民国 ソウル特別市 

３ 資本金           60億ウォン（約６億円） 

４ 出資者及び出資比率     当社 51.0％ ロッテショッピング社 49.0％ 

５ 決算期           ８月 

６ 設立予定時期        平成16年12月（予定） 

７ 事業開始の時期       平成17年９月（予定） 

８ 事業内容          大韓民国における｢ユニクロ｣ブランドのカジュアル衣料品販売 

 

 

（役員の異動(平成 16 年 11 月 25 日付予定)） 

 

（１） 代表者の異動 

該当ありません。 

 

（２） その他の役員の異動 

新任取締役候補 

取締役      田中 広司  (現 当社顧問) 

     

    新任監査役候補 

     監査役（非常勤） 清水 紀彦  (現 一橋大学大学院 国際企業戦略研究科 客員教授) 

 

 ※清水紀彦氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第1項に定める社外

監査役候補であります。 

 

    退任予定取締役 

     常務取締役    森田 政敏 

 

    退任予定監査役 

     監査役（非常勤） 松井 正男 

 


